
～みんなで語ればｷﾞｻﾞ見えるｽ～

日本共産党綱領を語る青年のつどい
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働くルールの破壊・・・

１９９０ ２００６（年）

３４８８万人

６８１万人

３３４０万人

１６６３万人

派遣労働の対象を原則自由化

裁量労働制の導入



大企業の利益は増加 税負担は減少
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大企業の利益はどう分配されたか

1985 1990 1995 2000 2005
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配当金計 約４倍
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従業員給与 ▲１．４兆円



空前の利益を上げる大企業の税負担は低く、
従業員給与は依然、低迷
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アメリカの要求と日本の法改正

ア
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05年
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」

05年
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働
法
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５．２兆円 庶民増税

“福祉のため”ではなかった消費税

１８８兆円 消費税の税収累計

１５９兆円法人３税の減収累計

（１９８９－２００７年度）

大企業・大金持ち減税 ４．３兆円

小泉・安部内閣の「逆立ち」税制
（２００２－２００７年度）



日本経団連の評価が上がれば献金額が増加？！

2003年 2004年 2005年 2006年

日本経団連から

自民党への献金額

１８．２億円

２２．２億円

２４．２億円

２５．３億円

３個

４個

９個

自民党の

“A”の数



【大学の入学金・授業料の国際比較】
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いったいどこが「思いやり」？？

思いやり予算
約２３７０億円
（SACO含）

イージス艦１隻分
約１３５０億円
（６隻発注）

失業対策費は２２１４億円
中小企業対策費１６２５億円の

約１．５倍

気象庁の年間予算

（６８７億円）の２年分
６隻で１２年分の

お天気予報

これぞ見事な「無駄づかい」！！



海外派兵のためのこんな軍拡が①
大量の兵員、武器、燃料つんで海外へ

輸送艦

補給艦

ヘリ搭載

護衛艦

あつみ型（１４８０㌧）

とわだ型（８１００㌧）

はるな型（４９５０㌧）

事実上の揚陸艦

×３隻５００億円

４３０億円
×２隻

事実上のヘリ空母

×３隻１１００億円



海外派兵のためのこんな軍拡が②
積載量、航続距離３倍の大型輸送機や空中給油機

Ｃ１輸送機

Ｃ１３０輸送機

ＫＣ７６７空中給油・輸送機

次期輸送機ＣＸ

２４８億円×８機

新大型輸送機開発費

７８０億円

＝航続距離



軍事費を削ればこんなことが

「ましゅう」型補給艦１隻分
約４３０億円

９０式戦車６両分
約４８億円

ＳＭ３ミサイル９発分
約１８０億円

グアム米軍基地建設費
約７０００億円

米軍再編経費・国内分
約２兆３千億円

削れば

削れば

削れば

削れば

削れば

生活保護の母子加算廃止・
縮小をやめる

私学助成の削減をやめる

国立大学交付金の
削減をやめる

地方交付税削減をやめる

定率減税廃止による
大増税をやめる

４２０億円

４６億円

１７０億円

７０００億円

１兆７千億円



みなさんへのお願い
いっしょに力を合わせて社会を良く変え
ていきましょう

日本共産党、民青同盟、かえるネットに
入党、加盟、入会してください

「しんぶん赤旗」「民青新聞」「かえる
ニュース」をご購読下さい

募金にご協力下さい




